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一般に労働市場に関する議論では雇用者数や失業率といったストック変数が注目されがち
であるが，こうしたストック変数が何故その水準にあるかを理解するには，労働者が就
業・失業・非労働力等の就業状態等間をどのように移行しているかに係る労働力フロー分
析が有用である。本稿ではまず，この労働力フロー分析に用いられるデータや手法の概略
を述べた上で，先行研究の結果を基に日本の労働力フローの年齢プロファイルの特徴を説
明する。その後，近年のデータを用いて性別，学歴や配偶関係別の労働力フローの年齢プ
ロファイルを分析した Esteban-Pretel and Fujimoto（2020）に基づき，正規雇用・非正規
雇用間のフローにつき論じる。同論文の分析からは，非正規雇用から正規雇用への移行の
機会は若年層に限られたものではないこと，未婚の正規労働者のフローは男女差が小さい
こと，既婚女性は未婚女性と比べて正規雇用に移行・定着しづらいのに対し，既婚男性は
未婚男性よりも正規雇用に移行・定着しやすいこと等が示された。日本の男性の労働力フ
ローの配偶関係による違いは従来注目を集めてこなかった点であり，男性における安定し
た雇用の獲得と家庭形成の間の双方向的な関係を示唆している。
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Ⅰ　は じ め に

　一般に労働市場に関する議論においては，雇用
者数や失業率といったストック変数に焦点が当た
りがちである。しかしながら例えば同じ高失業率
でも，新たに失業する就業者が多い場合，失業者
がなかなか仕事を見つけられない場合，非労働力

状態から失業状態に転ずる者が多い場合等，さま
ざまな状況がありうる。したがって，労働市場に
おけるストック変数が何故その水準にあるかを理
解するには，労働力フロー，即ち労働者が就業・
失業・非労働力等の就業状態等間をどのように移
行 し て い る か の 分 析 が 必 要 に な る。 ま た，
Diamond・Mortensen・Pissarides （Diamond 

（1982a, 1982b），Mortensen and Pissarides （1994） 等
参照）により提起され，マクロ経済学的な失業分
析の標準的ツールとなっている労働サーチ・マッ
チング・モデルでは，労働者の就業・失業状態間
の推移確率がモデルの鍵となる要素であり，当該
モデルとの関係でも労働力フロー分析は重要であ
る。
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　米国では 1970 年代以降（Marston （1976），Clark 
and Summers （1979） 等），主に Current Popula-
tion Survey （CPS） のデータを用いて労働力フロ
ー分析が活発に行われてきた。データ入手上の制
約から米国と比べ遅れていた日本の労働力フロー
分析についても，水野（1982, 1983）等を端緒に
さまざまな研究がなされてきた。特に，失業率の
変動に対する各フローの変動の重要性に関して
は，多くの分析が蓄積されてきている 1）。
　本稿では，こうした分析に比べてあまり注目を
集めてこなかった，日本の労働者のさまざまな属
性ごとの労働力フローの特徴につき自他の研究を
基に論じる。具体的には，まず労働力フローの分
析に用いられるデータや手法につき概説したの
ち，先行研究が明らかにした男女別の労働力フロ
ー及び失業率の年齢プロファイルの特徴を述べ
る。その後，近年のデータを用い て男女の学歴
や配偶関係別の労働力フローの年齢プロファイル
を分析した Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） 
に基づき，正規雇用・非正規雇用間のフローにつ
き詳しく論じる。

Ⅱ�　労働力フローの分析に用いられるデ
ータと手法

　本節では，労働力フローの分析に用いられるデ
ータと手法につき，あまり細かい技術的な点には
立ち入らずに概略を述べる。日本の労働力フロー
の分析には，総務省統計局が実施している『労働
力調査』のデータが一般的に用いられてきた。
2002 年 1 月以降の『労働力調査』では，調査世
帯は調査一年目の連続する二カ月と二年目の同じ
二カ月に基礎調査票に回答し，二年目の二カ月目
には特定調査票にも回答する。このうち連続する
二カ月の基礎調査票データから，ある月から翌月
への就業状態の変化量を示す粗フロー（gross 
flow）が計算できる。『労働力調査』と『労働力
調査特別調査』が異なる世帯を調査していた
2001 年 12 月以前も，『労働力調査』のデータか
ら同様に粗フローデータが得られる。
　伝統的には，『労働力調査』の今月及び前月の
就業状態を統合した集計表は公刊されていなかっ

たため，日本の労働力フローの分析を行うには未
公刊の集計表の提供を受けるか，個票データの提
供を受けて再集計を行う必要があった。近年は
e-Stat（https://www.e-stat.go.jp/）で今月及び前月
の就業状態等が公表されているのでこれを用いて
粗フローを計算可能だが，労働者を独自の基準で
グループ分けしたい場合には，個票データを用い
て連続した二カ月のデータを接続し，各月の就業
状態の情報を用いて粗フローを計算することとな
る 2）。これは Elsby, Michaels and Solon （2009），
Fujita and Ramey （2009），Shimer （2012） のよう
な CPS を用いた米国の労働力フロー分析と概ね
同様の手法である 3）。
　労働力フロー分析では多くの場合，最終的な関
心対象は就業状態の変化量としての粗フロー自体
ではなく，それから得られる就業状態間の推移確
率である。以下では就業，失業，非労働力の各状
態をそれぞれ E，U，I で表し，就業から失業への
推移確率を EU 確率，失業から非労働力への推移
確率を UI 確率のように呼ぶこととしよう 4）。t−1
月の就業者のうち t 月に就業者，失業者，非労働
力人口となったものの数をそれぞれ EEt，EUt，EIt

とすると，t−1 月から t 月にかけての EU 確率は
EUt/（EEt+EUt+EIt）となる。他の推移確率も
同様に計算される 5）。

Ⅲ�　日本の労働力フローの年齢プロファ
イルの特徴

　日本の労働力フローの特徴として一般的に挙げ
られるのは，就業状態の変化が米国等と比べて少
ないことである。水野（1992：第 5 章）による
1970 年代の国際比較では，就業者が翌月に失業
者となる EU 確率は日本の 0.27% に対し米国で
2.0%，カナダで 1.55%，オーストラリアで 0.96%，
失業者が翌月に就業者となる UE 確率は日本の
15.0% に対し米国で 25.4%，カナダで 24.0%，オ
ーストラリアで 20.9% となっている。このことが
意味するのは，日本では就業者が失業する確率は
非常に低い一方，いったん失業すると再度就業す
るのに時間がかかるということであり，この特徴
は 1980 年代以降も基本的には維持されている。
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　本節では，良く知られている上記特徴と比べ言
及されることの少ない，日本の労働力フローの年
齢プロファイルの特徴につき，太田・照山（2003a）
及びEsteban-Pretel, Nakajima and Tanaka （2011） 
に基づき概説する。どちらの研究も『労働力調
査』の個票データを用いており，分析期間は太
田・照山（2003a）は 1980～2000 年，Esteban-Pretel, 
Nakajima and Tanaka （2011） は 1983～2008 年と
異なるが，得られた労働力フローの年齢プロファ
イルの特徴は共通している。以下では 15～64 歳
の労働者に関する主な点を述べる。
　まず，UE 確率は若年層で高く，年齢とともに
低下する。同様に，EU 確率も若年層で高く年齢
とともに低下するが，50 代後半以降に若干上昇す
る。Esteban-Pretel, Nakajima and Tanaka （2011） 
によると，1983～2008 年における男女計の月次の
UE 確率は 15～19 歳で 14.8%，20～24 歳で 15.7%
であるのに対し，40～44 歳では 12.6%，60～64 歳
では 6.2% である。一方，EU 確率は 15～19 歳で
1.44%，20～24 歳で 1.02%，40～44 歳で 0.35%，60
～64 歳で 0.52% である。UE 確率及び EU 確率に
関する上記特徴は概ね男女双方に当てはまるが，
女性の EU 確率は 50 代後半以降の上昇がほぼ見
られず，概ね年齢と共に単調に減少する。
　周知のとおり日本の女性の労働参加率は男性を
大きく下回るが，その背景にあるフローを見る
と，非労働力状態からよりも非労働力状態へのフ
ローにおける男女差がより顕著である。女性の
EI 確率及び UI 確率は男性よりはるかに高く，
1980 年代から 2000 年代にかけてほぼ全年齢階級
で減少したものの，なお男女差が大きい 6）。EI 確
率の年齢プロファイルは，男性では 15～19 歳か
ら 25～29 歳にかけて急激に低下し，25～54 歳で
はほぼ横ばいで 50 代後半以降に上昇する。女性
の EI 確率は，1980 年代には結婚や出産を機とす
る労働市場の一時的退出を反映して 30～34 歳で
高くなっていたが，2000 年代にはこれは概ね解消
され，男性と類似した形状の年齢プロファイルと
なった。一方，UI 確率の年齢プロファイルは，男
性は 20 代前半までと 50 代後半以降で高い U 字
型であるのに対し，女性では 20～24 歳を底とし
て年齢と共に高くなる傾向にあり，男女で形状が

大きく異なる。
　大きくまとめると，以下のようになる。男女と
も，10 代，20 代のうちは職を失う確率も新たな職
を見つける確率も高いが，年齢が上がるとともに
就業・失業状態間のフローは不活発になる傾向に
ある。非労働力状態へのフローは男女で定性的に
も定量的にも差異が大きいが，近年になるほど差
異は縮小しており，女性の労働市場への定着度の
上昇を示している。
　以上で述べた労働力フローに対し，失業率の年
齢プロファイルは，男性では若年層と高年齢層で
高く U 字型になっている。女性の失業率も若年
層で高く年齢と共に低下するが，EU 確率と同様
に，高年齢層での上昇は殆ど見られない。若年層
は失業しやすい一方で就業もしやすいが，前者の
効果と，失業者として労働市場に参入する人々の
存在があいまって，失業率が高くなると言える。
　こうした日本についての特徴は他の国にもあて
はまる点が多いが，相違点もある。例えば米国で
は Esteban-Pretel and Fujimoto （2014） や Choi, 
Janiak and Villena-Roldán （2015） 等が示すとお
り，日本のような高年齢層の EU 確率及び失業率
の上昇が見られず，UE 確率・EU 確率・失業率と
も概ね年齢とともに低下する傾向がある 7）。
　上記の労働力フロー，特に UE 確率・EU 確率
の年齢プロファイルはどのような要因に基づくも
のであろうか。考えられる一つの説明は，若年層
の多くはまだ，自らの適性に合った仕事を理解し
ていないことである。その場合，仕事の選り好み
をしないため失業しても就職はしやすいが，就職
後に仕事とのミスマッチが判明して退職・失業に
至ることも多い。これに対し，働き盛りや高年齢
層は自らの適性に合った仕事を良く理解してお
り，失業するとそうした仕事が見つかるまで職探
しを続けるため若年層より就職に時間がかかる一
方，就職後のミスマッチ判明による退職・失業は
起 こ り に く い。Esteban-Pretel and Fujimoto 

（2012） では年齢を導入した労働サーチ・マッチ
ング・モデルを用いて数値シミュレーションを行
い，概ね上記のようなメカニズムに加え，定年年
齢到達後は雇用形態の変化により解雇がしやすく
なるという制度的要因を導入することで，日本の
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データと整合的な UE 確率・EU 確率・失業率の
年齢プロファイルが得られることを示している 8）。
　ここまで就業・失業・非労働力の三状態に係る
日本の労働力フローにつき議論してきたが，より
細分化された就業状態等間の移行を考えるにあた
ってもフロー分析は有用である。次節では，日本
の近年のデータを用いて男女の学歴や配偶関係別
の労働力フローの年齢プロファイルを分析した
Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） に 基 づ き，
正規雇用・非正規雇用間のフローにつき論じる。

Ⅳ�　Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） 
による分析

１　研究の背景

　日本では 1990 年代以降，非正規雇用比率が高
まり，リーマンショック時の「派遣切り」のよう
に非正規雇用問題が社会的関心を集めることも増
えた。しかしながら，一口に非正規雇用と言って
も働き盛りと高年齢層，未婚者と既婚者のよう
に，労働者の属性によってその意味するところは
大きく違うと考えられるため，労働者の異質性を
念頭に置く必要がある。
　この非正規雇用問題を考察するにあたっても，
フローの観点が有益である。一般的には，初職が
非正規雇用であると正規雇用への移行は容易でな
く，特に中高年になるとその機会は非常に限定的
であるというイメージが流布しているように思わ
れる。実際に非正規雇用から正規雇用への移行や
その逆の移行はどの程度生じるのか，その度合い
は年齢・性別等でどのように異なるのかを知るこ
とは，非正規雇用問題のより正確な理解につなが
るであろう。しかしながら以下に述べるとおり，
近年までデータ上の制約から，『労働力調査』に
基づく非正規雇用に係るフロー分析には限界があ
った。

２　データと分析手法

　日本における「非正規」労働者の概念として
は，主に二つの区分に基づくものが用いられてき
た。一つは，労働契約期間に基づく，常雇（期間

一年超か期間の定めがない）・臨時雇（期間一月以上
一年以内）・日雇（期間一月未満）の区分における，
臨時雇及び日雇である 9）。もう一つは，勤め先で
の呼称に基づく，正規の職員・従業員，パート，
アルバイト等の区分における，正規の職員・従業
員以外の雇用者である。当該区分に係る質問は，
2012 年以前には『労働力調査』の特定調査票

（2001 年以前は，『労働力調査特別調査』）の質問項
目であったため，調査世帯の回答機会は一度のみ
であり，結果として勤め先での呼称に基づく正規
雇用・非正規雇用に係るフローは計算できなかっ
た。したがって，2012 年以前のデータを用いたフ
ロ ー 分 析 で は， 太 田・ 照 山（2003a, 2003b） や
Esteban-Pretel, Nakajima and Tanaka （2011） の
ように，労働契約期間に基づく非正規雇用の概念
を採用するほかなかった。しかしながら，少なく
とも 2004 年の労働基準法改正で労働契約期間の
上限が原則一年から三年に引き上げられて以降の
常雇には，一年超（例えば三年間）の有期労働契
約下で不安定な雇用や限定的な昇給・昇進機会に
直面する，「正規労働者」の一般的概念にそぐわ
ない労働者も多く含まれると考えられる。それ以
前の期間についても，1982～2007 年の『就業構造
基本調査』のデータを分析した神林（2010）及び
Kambayashi and Kato （2016） は，勤め先での呼
称に基づく正規雇用・非正規雇用の区分が労働契
約期間に基づく区分よりも，雇用の安定性や賃
金，訓練機会と強く結びついていることを示して
いる。
　2013 年 1 月より，勤め先での呼称に関する質
問が『労働力調査』の特定調査票から基礎調査票
に移されたことにより，呼称ベースの正規雇用・
非正規雇用等の就業状態等間のフローが計算でき
るようになった。Esteban-Pretel and Fujimoto 

（2020） ではこのことに着目して『労働力調査』
の 2013 年 1 月から 2018 年 12 月までの個票デー
タを用い，就業者については雇用者に限定して，
正規雇用（R）・非正規雇用（N）・失業（U）・非労
働力（I）の四状態間のフローを計算している。
同論文では，非正規雇用問題における労働者の異
質性を重視する観点から，性別のみならず配偶状
態や学歴別のフローの年齢プロファイルも分析し
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ているが，基礎調査票には学歴に関する質問がな
いため，基礎調査票データと特定調査票データを
接続することで，後者に含まれる学歴に関する情
報を利用している 10）。

３　分析結果

　Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） で は R・
N・U・I の四状態間のフローを推移確率の形に
表してその年齢プロファイルを議論しているが，
本稿ではそのうち正規雇用・非正規雇用間の推移
確率に焦点を当てる。図 1 は男女別の結果であ
る。図 1（a）のとおり，正規労働者が翌月も正規
労働者に留まる RR 確率は 60 歳未満のどの年齢
階級でも女性で 95%，男性では 97% を超え，特
に 25～54 歳 で は ど の 年 齢 階 級 で も 女 性 で は
96%，男性では 98% を超えるが，60～64 歳で大き
く下がる。正規雇用から転出する 60～64 歳の男
女の多くは，図 1（b）が示すとおり非正規雇用と
なる。女性の RR 確率が男性よりも低いことは予
想される結果であるが，留意すべき点として働き
盛りの 30 代から 50 代の男性でも毎月 1% 程度が
正規雇用から転出，そのうちの多くは非正規雇用

に移行しており，これは毎月の数字としては決し
て小さいものではない 11）。図 1（c）では，非正規雇
用から正規雇用への移行に係る NR 確率が示され
ている。男性では NR 確率は概ね逆 U 字型であ
り，ピークの 45～49 歳では約 9% である。他方，
女性では NR 確率はあまり年齢で変動が見られ
ず，30 代以降では 2.5% 程度となっている。
　一般的には，初職か少なくとも 20 代のうちに
正規雇用の職を得られないとその後に正規雇用に
移ることは難しい一方，男性の場合はいったん正
規雇用になったら定年以外で非正規に移ることは
稀というイメージがあるのではないかと思う。こ
れに対し上記の結果は，非正規から正規雇用に移
る機会は若年層に限定されておらずむしろ 30 代，
40 代で多いが，正規雇用となってもそこから転
出する人々の数も無視できないことを示してい
る。これらの結果は酒井・樋口（2005）や Kondo 

（2007） 等が発見した初職のその後のキャリアに
おける重要性を否定するものではないが，正規雇
用への道が中高年にも十分に開かれていること
は，日本社会にとって朗報と言えよう。
　図 2 は未婚の男女につき，図 1 同様の推移確率
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図 1　正規雇用・非正規雇用間のフロー

注：�Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） Figure 8 を再構成。『労働力調査』2013 年 1 月～2018 年 12 月の個票データより作成。R は正規の職員・従
業員，N はそれ以外の雇用者。RR 確率及び RN 確率はそれぞれ，ある月に R である者が翌月に R，N である確率。NR 確率，NN 確率はそれぞ
れ，ある月に N である者が翌月に R，N である確率。
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を示している。図 2 （a） （b） から分かるとおり，
未婚の正規労働者の推移確率は男女で非常に類似
しており，RR 確率は 60 歳未満の各年齢階級にお
いて男女とも 97% から 98% 程度である。Esteban-
Pretel and Fujimoto （2020） ではここに示してい
ない正規雇用から失業や非労働力への推移確率も
図示しているが，それらについても 50～54 歳ま
では未婚の男女の差は非常に小さい。NR 確率及
び NN 確率を示した図 2 （c） （d） からは，非正規
労働者においては，女性の方が翌月も非正規雇用
に留まる傾向が強く男性の方が正規雇用へ移行し
やすいことが分かるが，図 1 の全配偶関係計の結
果と比べれば男女差は小さい。
　対照的に，図 3 に示された既婚者の推移確率は
男女で大きく異なり，男性は女性よりも非正規雇
用から正規雇用に移行しやすく，また正規雇用に
留まりやすいことが見て取れる。例えば，30 代既
婚者の RR 確率が男性では 99% を超えるのに対
し，女性では 96% 程度である。以上により，図
1 で示された性別による推移確率の違いは，主に
未婚ではなく既婚の男女間の違いによるものであ
ることが分かる。この違いの要因の一つは，既婚

女性が未婚女性と比べて正規雇用から非正規雇用
に移行しやすく，非正規雇用から正規雇用に移行
しづらいことである。このことは，女性にとって
結婚や出産がしばしば働き方を変える契機となる
ことを反映しており，予想される結果である。も
う一つの要因は，女性の場合とは反対に，既婚男
性が未婚男性と比べて正規雇用から非正規雇用に
移行しづらく，非正規雇用から正規雇用に移行し
やすいことである。正規雇用・非正規雇用に係る
フローに未婚男性と既婚男性とで大きな差がある
ことは，必ずしも予想されない結果と言えよう。
　男性の配偶関係によるフローの差の背景として
一つ考えられるのは，学歴の違いである。即ち，
男女とも非正規雇用比率は学歴が高い方が低く，
また男性では 30 代以降は未婚率も学歴が高い方
が低いことに鑑みれば 12），既婚男性に相対的に多
い高学歴者の NR 確率及び RR 確率が高いこと
が，既婚男性と未婚男性のフローの差異を生み出
している可能性がある。そこで図 4 と図 5 ではそ
れぞれ高卒以下と四大卒以上の男女につき，推移
確率を示している。予想されるとおり，男女とも
四大卒の方が高卒以下よりも非正規雇用から正規
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図 2　正規雇用・非正規雇用間のフロー（未婚者）

注：�Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） Figure 12 を再構成。『労働力調査』2013 年 1 月～ 2018 年 12 月の個票データより作成。R は正規の職員・従
業員，N はそれ以外の雇用者。RR 確率及び RN 確率はそれぞれ，ある月に R である者が翌月に R，N である確率。NR 確率，NN 確率はそれぞ
れ，ある月に N である者が翌月に R，N である確率。
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図 4　正規雇用・非正規雇用間のフロー（高卒以下）

注：�Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） Figure 9 を再構成。『労働力調査』2013 年 1 月～ 2018 年 12 月の個票データより作成。R は正規の職員・従
業員，N はそれ以外の雇用者。RR 確率及び RN 確率はそれぞれ，ある月に R である者が翌月に R，N である確率。NR 確率，NN 確率はそれぞ
れ，ある月に N である者が翌月に R，N である確率。
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図 3　正規雇用・非正規雇用間のフロー（既婚者）

注：�Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） Figure 13 を再構成。『労働力調査』2013 年 1 月～ 2018 年 12 月の個票データより作成。R は正規の職員・従
業員，N はそれ以外の雇用者。RR 確率及び RN 確率はそれぞれ，ある月に R である者が翌月に R，N である確率。NR 確率，NN 確率はそれぞ
れ，ある月に N である者が翌月に R，N である確率。
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雇用に移行しやすく，正規雇用に留まりやすいこ
とが分かる。しかしながら男性の場合，殆どの年
齢階級において NR 確率も RR 確率も既婚者が四
大卒より高く，未婚者が高卒以下よりも低くなっ
ており，配偶関係による差異の方が学歴による差
異よりも顕著である。したがって，男性の配偶関
係によるフローの差は未婚者と既婚者の学歴の差
だ け で は 説 明 で き な い。Esteban-Pretel and 
Fujimoto （2020） では，こうした事実を回帰分析
によっても確認している。
　正規雇用・非正規雇用間のフローについて主な
発見をまとめると，以下のようになる。第一に，
非正規雇用から正規雇用への移行は若年層に限ら
れたものではなく，特に男性では NR 確率は 45
～49 歳でピークを迎える。他方，正規労働者が
翌月も正規労働者に留まる RR 確率は 25～54 歳
の全年齢階級で男性は 98%，女性は 96% を超え
ており，これは一見高い数字に見えるが，月次の
推移確率であることを考えれば働き盛りの 30 代
から 50 代の男性でも正規雇用から転出する確率
は決して小さくない。これらのことからすれば，
非正規雇用は決して「行き止まり」ではない一

方，正規雇用も「あがり」ではないといえよう。
第二に，男女のフローの違いは未婚の特に正規労
働者では小さく，既婚者では大きい。この背景に
あるのは，未婚女性が既婚女性と比べて非正規雇
用から正規雇用に移行しやすく，また正規雇用に
留まりやすいのに対し，男性の場合はその逆であ
ることである。第三に，男女とも，四大卒は高卒
以下よりも非正規雇用から正規雇用に移行しやす
く正規雇用に留まりやすいが，男性における学歴
によるフローの違いは配偶関係による違いを説明
するには足りない。
　既婚男性が未婚男性と比べて正規雇用に移行・
定着しやすいことが学歴の差のみで説明できない
となると，他にどのような要因が考えられるだろ
うか。Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） ではこ
のことに明確な解答を与えるには至っていない
が，幾つかの可能な説明を提示している。その一
つは，労働者として魅力的な人物は結婚相手とし
ても魅力的であるため，正規雇用の職を得やすい
と共に，相対的に若いうちに結婚に至りがちだと
いうものである。この説明は正規雇用への移行に
関しては一定の妥当性を有するように思われる
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図 5　正規雇用・非正規雇用間のフロー（四大卒以上）

注：�Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） Figure 11 を再構成。『労働力調査』2013 年 1 月～ 2018 年 12 月の個票データより作成。R は正規の職員・従
業員，N はそれ以外の雇用者。RR 確率及び RN 確率はそれぞれ，ある月に R である者が翌月に R，N である確率。NR 確率，NN 確率はそれぞ
れ，ある月に N である者が翌月に R，N である確率。
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が，正規労働者の解雇が容易でないことに鑑みれ
ば，未婚男性が既婚男性よりも正規雇用から転出
しやすいことの説明としては有効でないように思
われる。もう一つは，性別役割分担意識が未だ根
強い日本社会において稼ぎ主としての貢献が期待
されがちな既婚男性は，正規雇用に移行・定着す
ることに未婚男性よりも多くの努力を傾けるとい
う，モティヴェーションの違いに基づく説明であ
る。他にも要因はありうるが，筆者はこの二つが
最も重要ではないかと考えている。

Ⅴ　お わ り に

　本稿では，先行研究を基に日本の労働力フロー
の 年 齢 プ ロ フ ァ イ ル の 特 徴 を 述 べ た の ち，
Esteban-Pretel and Fujimoto （2020） に基づき正
規雇用・非正規雇用間のフローが年齢・性別・配
偶関係・学歴によりどのように異なるかを論じ
た。非正規雇用から正規雇用への移行機会が若年
層に限定されていないことは，日本社会にとって
明るい材料と言えよう。他方，未婚男性が既婚男
性に比べ正規雇用に移行・定着しづらいことは，
大きな懸念材料である。日本男性において，非正
規労働者の未婚率が正規労働者と比べ非常に高い
ことは良く知られているが 13），この背景として注
目を集めてきたのは，山田（2007）等が論じるよ
うに，正規雇用の男性と比べ非正規雇用の男性が
結婚に至りにくいことである。この配偶関係間の
フローに係る事実と，本稿で論じた未婚男性が正
規雇用に移行・定着しづらいという就業状態等間
のフローに係る事実は，日本の男性における安定
した雇用の獲得と家庭形成の間の双方向的な関係
を示唆している。欧米と異なり未だ婚外子割合が
低い日本においては晩婚化・未婚化が出生数の減
少に直結していることに鑑みれば，若年層の雇用
の安定化と家庭形成の促進を一体的な課題として
捉えて支援していくことが，少子化対策の観点か
らも必要と思われる。特に現下のコロナ禍では，
経済的打撃を受けた人々の結婚・出産意欲が低下
すると共に，ソーシャルディスタンスにより出会
いの機会も減少していることが予想される。2020
年の婚姻数は既にコロナ前のトレンドから急激に

落ち込んでおり，政策的対応なしには晩婚化・未
婚化と少子化が一気に加速することが懸念され
る。

＊本研究は第一著者が JSPS 科研費 18K01505 及び GRIPS 政策
研究センターの助成を受けたものです。
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  2）2001 年 12 月以前の『労働力調査』では前月の就業状態につ
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しているものも多い。本稿では，非労働力状態を inactivity 
の I，非正規雇用を non-regular employment の N で表す。

 5）標準的な労働サーチ・マッチング・モデルのように就業と失
業の二状態のみを考慮する場合には，Shimer （2012） が示すと
おり，粗フローによらず労働力人口，失業者数及び短期失業
者数を用いて推移確率を求めることもできる。この手法では，
個票データは不要である。

  6）  Esteban-Pretel, Nakajima and Tanaka （2011） に よ れ ば，
例えば 2000 ～ 2008 年における月次の EI 確率は，40 代男性で
は 0.1% 程度なのに対し，40 代女性では 1.3% 程度にのぼる。UI
確率も，40 代男性では 5% 程度，40 代女性では 17% 程度と，
EI 確率ほどではないが，男女で大きな開きがある。

  7）  Lalé and Tarasonis （2020） は欧州 31 カ国の労働力フロー
を分析し，米国の労働力フローとの類似性を発見している。

 8）労働サーチ・マッチング・モデルを用いて労働力フローや失
業率の年齢プロファイルの説明を試みた他の研究としては，
Chéron, Hairault and Langot （2013），Esteban-Pretel and 
Fujimoto （2014），Menzio, Telyukova and Visschers （2016），
Jung and Kuhn （2019），Cajner, Güner and Mukoyama 

（2020），Lalé and Tarasonis （2020） 等がある。
  9）『労働力調査』の労働契約期間に基づく区分は近年大きく変

更され，2013 年 1 月に「常雇」が「常雇（有期の契約）」と
「常雇（無期の契約）」に分けられた後，2018 年 1 月には労働
契約期間の区分が細分化されると共に常雇・臨時雇・日雇と
いう用語が用いられなくなった。

10）このように，『労働力調査』の基礎調査票と特定調査票のデ
ータを接続して学歴別の労働力フローを計算した先行研究の
例としては， 永瀬・水落 （2009） や永瀬 （2011） が挙げられる。

11）仮に皆が毎月 1% の確率で正規雇用から転出すれば，3 年間ず
っと正規雇用に留まるのは約 70%（0.9936=0.696），5 年間では
約 55%（0.9960=0.547）に過ぎないことになる。実際には推移
確率は皆同じではないため，RR 確率の低い労働者に正規雇用
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からの転出経験が偏り，正規雇用に留まる者の割合はこれよ
り高くなるであろうが，30 代から 50 代の男性でも正規雇用か
らの転出が珍しくないことは理解されよう。

12）  2010 年『国勢調査』によれば，30～34 歳の非正規雇用比率
は男性では高卒で 13.5%，四大卒以上で 7.0% であり，女性で
は高卒で 56.1%，四大卒以上で 28.8% である。また，男性の
未婚率は 30～34 歳では高卒で 47.7%，四大卒以上で 43.5% と
なっており，35～39 歳では高卒で 36.9%，四大卒以上で 28.5%
である。

13）2015 年『国勢調査』によれば，男性の未婚率は 30～34 歳で
は正規の職員・従業員で 38.4%，それ以外の雇用者で 78.3%
であり，35～39 歳では正規の職員・従業員では 26.8%，それ以
外の雇用者で 71.6% である。
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